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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
  

第一部 【企業情報】

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (千円) 4,205,694 3,994,447 4,311,161 9,018,815 8,529,997

経常利益 (千円) 538,642 356,380 608,738 1,463,459 1,141,671

中間(当期)純利益 (千円) 27,104 178,796 275,739 618,068 565,779

純資産額 (千円) 8,795,800 9,328,101 9,681,426 9,263,117 9,510,575

総資産額 (千円) 25,829,833 26,079,351 26,620,120 26,235,964 26,491,741

１株当たり純資産額 (円) 600.15 636.25 664.89 632.38 653.11

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 1.85 12.20 18.94 41.51 38.68

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 1.85 12.20 ― 41.41 38.67

自己資本比率 (％) 34.0 35.8 36.4 35.3 35.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 257,316 185,816 376,429 1,270,733 1,242,507

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △230,557 △292,987 △1,849,220 △819,446 △1,329,220

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △77,256 △91,610 △101,927 △192,492 △259,991

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 4,347,736 4,458,245 2,735,604 4,657,027 4,310,323

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
212 

  (799)
206 
(854)

207
(832)

213  
(818)

210  
(852)



 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人員数を表示しております。 

３．第37期中の連結及び提出会社の中間純利益の減少は、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴う減損損失

の計上によるものであります。 

４．第39期中の連結及び提出会社の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式がないため

記載しておりません。 

  

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (千円) 3,790,468 3,566,150 3,844,180 8,193,533 7,669,536

経常利益 (千円) 560,067 407,612 585,849 1,352,511 1,036,918

中間(当期)純利益 (千円) 82,372 258,357 349,976 601,316 560,141

資本金 (千円) 785,518 785,518 785,518 785,518 785,518

発行済株式総数 (株) 14,667,000 14,667,000 14,667,000 14,667,000 14,667,000

純資産額 (千円) 8,442,202 8,991,605 9,341,229 8,847,038 9,093,691

総資産額 (千円) 17,171,584 17,329,703 17,666,208 17,507,787 17,622,853

１株当たり純資産額 (円) 576.02 613.30 641.52 604.00 624.48

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 5.63 17.63 24.04 40.42 38.29

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 5.61 17.63 ― 40.33 38.29

１株当たり配当額 (円) 6.00 7.00 7.00 13.00 14.00

自己資本比率 (％) 49.2 51.9 52.9 50.5 51.6

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
135  
(627)

141  
(651)

142
(608)

135  
(642)

142  
(645)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間に於いて、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。又、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(準社員・パートタイマー・アルバイト)は、( )内に当中間連結

会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(準社員・パートタイマー・アルバイト)は、( )内に当中間会計期

間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

下記労働組合が結成されておりますが、労使関係は安定しております。 

・名称     湘友会 

・設立     昭和50年 

・組合員数   186名(平成19年９月30日現在) 

・上部団体   加盟せず 

・運営内容   労働条件交渉・組合員福祉 等 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

冠婚事業 28(123)

葬祭事業 103(578)

互助会事業 8( 24)

その他の事業 17( 90)

全社(共通) 51( 17)

合計 207(832)

従業員数(人) 142(608)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の我が国経済は、好調な企業業績を背景に個人消費は緩やかな改善となり、民間

設備投資が堅調に推移し、景気回復基調の継続期間は戦後最長となりました。 

この様な状況下、冠婚事業におきましては、邸宅型バンケットホールのコンセプトである、オンリー

ワンの良さを実現する為に、貸切感を生かしてサービス品質のレベルアップによる感動空間を充実して

おります。婚礼に特化することで、ハウスウエディングスタイルだからこそできる人材配置がもたらす

ローコストオペレーションと、フロントマン訓練強化、環境教育によるスタッフの更なるマルチジョブ

化を推進し続けております。葬祭事業におきましては、人口動態の推移から見ると市場規模は増加傾向

であり、減少傾向となっておりました会葬者数につきましては、当中間決算期においては下げ止まって

おります。当社では、生前相談をなさる方のニーズをかなえるため、カウンセリングによるお客様の想

いを引き出し、安心感と信頼感をいただけるご相談をいたしております。さらにパソコン受注を利用し

て、打合せ内容の正確性と明瞭性を進め、同時に発注業務の時間短縮化による労務効率の向上も図って

おります。その結果として、提案型プロデュースを実現し、感動葬儀の施行へとつなげてまいります。 

 業界の主な動向は、経済産業省「特定サービス産業動態統計速報」（サンプル調査）によりますと、

結婚式場業の平成18年度売上高は、207,010百万円（前年比10.6％増）、組数は76,002組（前年比7.6％

増）であります。葬儀業の平成18年度売上高は、477,232百万円（前年比6.6％増）、件数は312,800件

（前年比5.6％増）であります。  

このような経済状況のもと、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）では、品質の向上とロ

ーコストマネージメントの推進はもとより、内製化の更なる注力に取り組んでまいりました。 

当中間連結会計期間の業績は、売上高については、前中間連結会計期間比7.9％増加の4,311,161千

円、経常利益は、前中間連結会計期間比70.8％増加し、608,738千円となり、経常利益段階で増収増益

となりました。  

 また、税金等調整前中間純利益は、前中間連結会計期間比37.6％増加し、479,062千円、中間純利益

は、前中間連結会計期間比54.2％増加し、275,739千円となりました。  

 事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。  

冠婚事業におきまして売上高は、前中間連結会計期間比9.3％増加の450,350千円となりました。  

 施行１組当たり単価は、お客様のニーズを最大限に満たすご提案により、前中間連結会計期間に比べ

増加しております。  

 営業費用については前中間連結会計期間比2.4％減少の416,436千円となり、営業利益は、前中間連結

会計期間比48,617千円増加の33,913千円となりました。  

葬祭事業では、湘南エリアにおきまして、前中間連結会計期間比で施行件数が増加し、また「湘和会

堂町田」及び、平成18年12月小田原地区にオープンいたしました「湘和礼殯館栢山」の伸長も順調であ

りました為、全施行件数は前中間連結会計期間に比べ増加いたしました。  

 なお、施行１件当たり単価は、前中間連結会計期間に比べ減少しておりますが、施行件数が増加いた

しました為、売上高は前中間連結会計期間に比べ増加いたしました。  

 施設面では、既存施設で藤沢地区1会館を、お客様のニーズにお応えすべく、１日２件施行施設とし

ては初めて、礼殯館コンセプトに基づいたリニューアルを行いました。  

 また、品質を落とさず、保存性も増す急速冷凍機及び鮮度保持庫の機器新規導入により、セントラル



キッチンが可能となりました。その結果計画的生産による労務効率の向上と、ロスコスト削減などが

原価率を低減させ、お客様の面前でのライブキッチンで調理を行うことによって、より顧客満足度を向

上させております。 

 以上により、売上高は前中間連結会計期間比8.2％増加の3,430,134千円、営業費用は前中間連結会計

期間比4.3％増加の2,558,179千円となりました。これらの結果営業利益は、前中間連結会計期間比

21.4％増加の871,955千円となりました。 

互助会事業におきましては、施行件数の増加により、売上高は前中間連結会計期間比5.1％増加の

136,420千円となりました。  

 営業費用では、労務費、広告宣伝費等の減少により、前中間連結会計期間比11.2％減少の88,310千円

となり、営業利益は前中間連結会計期間比58.8％増加の48,110千円となりました。  

その他の事業におきましては、介護事業の売上高は、ウィズリビング「へいあん亀井野」、グループ

ホーム「へいあん小和田」の稼動により、前中間連結会計期間比5.4％増の425,284千円となりました。

なお、訪問介護サービスや福祉用具貸与などの在宅系サービスの売上高は平成18年４月の介護保険制度

改正の影響により前中間連結会計期間比で減少しております。営業費用では、ウィズリビング「へいあ

ん亀井野」、グループホーム「へいあん小和田」の初期運営投資による労務費、経費の増加により、前

中間会計期間比4.3％増の426,232千円となり、営業損益は948千円の損失（前中間連結会計期間4,969千

円損失）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等

調整前中間純利益479,062千円（前年同期比37.6％増加）が計上され、主として前払式特定取引前受金

の保全方法の変更による収入4,255,000千円及び有価証券・投資有価証券の取得、定期預金の預入等に

より前中間連結会計期間に比べて1,722,641千円減少し、2,735,604千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動の結果、獲得した資金は376,429千円（前年同期比102.6％増

加）となりました。  

 これは、主に税金等調整前中間純利益479,062千円、減価償却費245,212千円を源泉とする収入があ

った一方で、法人税等の支払387,585千円が生じたことによるものであります。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は1,849,220千円（前年同期比531.2％

増加）となりました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローのうち、定期預金・有価証券・投資有価証券に関連する支出及

び収入は、主として割賦販売法等の前払式特定取引前受金の保全義務（一定水準の金銭・有価証券等

の供託又は社内積立）に起因して、保全対象資産（現金、普通預金、定期預金、債券等）のうち、資

金に該当しない金融資産等への追加、回収又は入れ替えが行われたことにより生じたものであり、当

中間連結会計期間におけるその純額は、1,111,036千円の資金の流出（前中間連結会計期間14,836千

円流出）となりました。一方で、設備投資に使用した資金は有形固定資産の取得189,776千円であ



り、その主な内訳は、「湘和会堂鵠沼」の改修88,413千円及び賃貸用店舗の新設32,726千円、既存

建物の補修に係る費用15,000千円等であります。  

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は101,927千円（前中間連結会計期間

91,610千円使用）となりました。これは配当金の支払によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．互助会事業においては、外部顧客に対する売上高のみを記載しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前年同期比(％)

冠婚事業

湘南事業部(千円) 257,623 128.2

西事業部(千円) 168,259 93.9

その他(千円) 24,467 76.8

小計(千円) 450,350 109.3

葬祭事業

東事業部(千円) 891,740 112.2

湘南事業部(千円) 670,248 99.6

中央事業部(千円) 857,955 104.1

西事業部(千円) 676,151 109.7

その他(千円) 334,039 126.8

小計(千円) 3,430,134 108.2

互助会事業 
(注)２

手数料収入(千円) 5,393 74.2

その他の事業

介護事業(千円) 423,936 109.6

その他(千円) 1,347 7.9

小計(千円) 425,284 105.4

合計(千円) 4,311,161 107.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が事業上及び財務上、対処すべき課

題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約、変更及び解約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中でありました重要な設備の新設について完

了したものは次のとおりであります。 

  

 
(注) 株式会社へいあん所有土地に長期賃貸借契約による賃貸用店舗を新設。なお、金額には消費税は含んでおりま

せん。 

  

(3) 重要な設備の新設・除却等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中で、現在進行中の重要な設備の新設計画は

次のとおりであります。 

  

 
(注) １．「神奈川県鎌倉市」の投資予定金額につきましては、土地取得金額を含んでおります。 

  なお、地域住民との協議が長引いたことにより、完了予定日の見通しが変更になっております。 

２．「神奈川県北部エリア」の投資予定金額につきましては、敷金保証金を含んでおります。 

  

(4) 重要な設備の改修 

当中間連結会計期間において、設備の改修について完了したものは次のとおりであります。 

  

 
(注) 既存葬儀施設を、貸切型の湘和礼殯館タイプへ改修を行ないました。 

会社名
事業所名 
［所在地］

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

投資金額
(千円)

完了年月 完成後の増加能力

株式会社 
へいあん

本社 
［神奈川県小田原市］

その他の事業 貸店舗 32,726 平成19年４月
建物賃貸料 
収入増加

会社名
事業所名 
［所在地］

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了 
予定年月 完成後の

増加能力総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

平安レイ 
サービス 
株式会社

東事業部 
[神奈川県 
鎌倉市]

葬祭事業 
(注１)

葬祭  
式場

369,374 308,746 自己資金
平成19年
５月

平成20年 
５月

葬儀施行
件数増加

平安レイ 
サービス 
株式会社

西東京事業部 
[神奈川県 
北部エリア]

葬祭事業 
 (注２)

葬祭  
式場

69,890 7,071 自己資金
平成19年
11月

平成20年 
１月

葬儀施行 
件数増加

会社名
事業所名 
［所在地］

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了 
予定年月 完成後の

増加能力総額
(千円)

既支払額
(千円)

着手 完了

平安レイ 
サービス 
株式会社

湘和会堂鵠沼 
［神奈川県 
藤沢市]

葬祭事業
葬祭 
式場

88,413 88,413 自己資金
平成19年
８月

平成19年 
９月

葬儀施行
占有率 
向上



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,400,000

計 52,400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,667,000 14,667,000
ジャスダック
証券取引所

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 14,667,000 14,667,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

― 14,667,000 ― 785,518 ― 2,838,393



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) スパークス・アセット・マネジメント株式会社から、平成19年１月15日付で提出された大量保有報告書により

平成18年12月31日現在で1,116,100株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間

末現在における所有株式の確認が出来ておりませんので、上記株主の状況には含めておりません。なお、スパ

ークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

大量保有者     スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

住   所     東京都品川区大崎一丁目11番２号ゲートシティ大崎 

保有株券等の数   株式 1,116,100株 

株券保有割合    7.61％ 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

山 田 雅 孝 神奈川県中郡大磯町 2,565 17.49

相 馬 か ね 神奈川県中郡大磯町 1,744 11.89

相 馬 秀 行 神奈川県中郡大磯町 1.627 11.10

相 馬 ちず子 神奈川県平塚市 1,519 10.36

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 716 4.89

日興シティ信託銀行株式会社 
(投信口)

東京都品川区東品川２―３―14 582 3.97

相 馬 達 夫 神奈川県平塚市 571 3.90

山 田 たか子 神奈川県中郡大磯町 469 3.20

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２―11―３ 411 2.81

内 堀 弘 石川県金沢市 331 2.26

計 ― 10,539 71.86



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 当該株式は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(自己株式等)」の欄に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式   

105,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,560,600
145,606

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

500
― 同上

発行済株式総数 14,667,000 ― ―

総株主の議決権 ― 145,606 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

平安レイサービス株式会社
神奈川県平塚市桜ヶ丘 
１番35号

105,900 ― 105,900 0.72

計 ― 105,900 ― 105,900 0.72

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 550 545 558 565 569 525

最低(円) 502 513 529 535 518 475



第５ 【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けてお

ります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １．現金及び預金 ※２ 4,532,995 4,333,754 4,401,983

 ２．売掛金 180,601 239,483 199,874

 ３．有価証券 ※２ 1,201,351 3,777,736 699,810

 ４．たな卸資産 139,944 158,187 135,888

 ５．繰延税金資産 80,827 102,715 93,453

 ６．供託金 ※２ 4,086,000 971,000 4,846,000

 ７．その他 137,272 156,258 100,086

   貸倒引当金 △531 △624 △1,096

  流動資産合計 10,358,461 39.7 9,738,511 36.6 10,476,000 39.5

Ⅱ 固定資産

 １．有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※２ 5,130,392 4,765,673 4,829,991

  (2) 機械装置 
    及び運搬具

120,003 73,380 109,904

  (3) 器具及び備品 191,762 168,777 191,276

  (4) 土地 ※２ 6,548,141 6,827,690 6,824,853

  (5) その他 33,878 12,024,178 46.1 40,657 11,876,179 44.6 13,597 11,969,623 45.2

 ２．無形固定資産 46,548 0.2 40,135 0.1 41,926 0.2

 ３．投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 1,278,398 2,424,840 1,518,456

  (2) 長期貸付金 49,812 49,790 49,790

  (3) 長期性預金 600,000 600,000 600,000

  (4) 繰延税金資産 267,264 368,360 350,871

  (5) その他 ※２ 1,463,986 1,531,602 1,494,373

    貸倒引当金 △9,300 3,650,162 14.0 △9,300 4,965,293 18.7 △9,300 4,004,191 15.1

  固定資産合計 15,720,890 60.3 16,881,608 63.4 16,015,741 60.5

  資産合計 26,079,351 100.0 26,620,120 100.0 26,491,741 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １．買掛金 236,720 269,232 283,504

 ２．未払法人税等 148,999 215,672 373,910

 ３．役員賞与引当金 5,779 7,312 8,035

 ４．掛金解約手数料戻し 

     損失引当金
― 38,035 ―

 ５．その他 628,693 696,111 629,257

  流動負債合計 1,020,192 3.9 1,226,363 4.6 1,294,707 4.9

Ⅱ 固定負債

 １．繰延税金負債 50,594 53,163 52,235

 ２．退職給付引当金 2,113 16,209 9,357

 ３．役員退職慰労引当金 167,789 130,112 133,712

 ４．前払式特定取引 
   前受金

※2,3 15,510,060 15,478,952 15,490,654

 ５．その他 500 33,892 500

  固定負債合計 15,731,058 60.3 15,712,330 59.0 15,686,459 59.2

  負債合計 16,751,250 64.2 16,938,693 63.6 16,981,166 64.1

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 785,518 3.0 785,518 2.9 785,518 3.0

 ２．資本剰余金 2,838,393 10.9 2,838,393 10.7 2,838,393 10.7

 ３．利益剰余金 5,688,928 21.8 6,147,096 23.1 5,973,283 22.6

 ４．自己株式 △4,648 △0.0 △70,402 △0.3 △70,402 △0.3

  株主資本合計 9,308,190 35.7 9,700,605 36.4 9,526,792 36.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券 

   評価差額金
19,910 0.1 △19,178 △0.0 △16,217 △0.1

  評価・換算差額等合計 19,910 0.1 △19,178 △0.0 △16,217 △0.1

  純資産合計 9,328,101 35.8 9,681,426 36.4 9,510,575 35.9

  負債純資産合計 26,079,351 100.0 26,620,120 100.0 26,491,741 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,994,447 100.0 4,311,161 100.0 8,529,997 100.0

Ⅱ 売上原価 3,084,103 77.2 3,185,583 73.9 6,318,896 74.1

   売上総利益 910,344 22.8 1,125,578 26.1 2,211,100 25.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 624,598 15.6 610,909 14.2 1,220,051 14.3

   営業利益 285,745 7.2 514,668 11.9 991,048 11.6

Ⅳ 営業外収益

 １．受取利息 7,944 10,488 16,310

 ２．受取配当金 1,026 1,099 1,126

 ３．有価証券利息 5,306
25,967

 
20,977

 ４．掛金解約手数料 ※２ 33,290 30,391 63,822

 ５．その他 30,086 77,654 1.9 34,881 102,827 2.4 62,988 165,225 1.9

Ⅴ 営業外費用

 １．供託委託手数料 6,592 7,460 13,205

  ２．その他 427 7,020 0.2 1,297 8,758 0.2 1,397 14,603 0.1

   経常利益 356,380 8.9 608,738 14.1 1,141,671 13.4

Ⅵ 特別利益

 １．固定資産売却益 ※３ 39 440 42

 ２．貸倒引当金戻入益 250 471 ―

 ３．受取保険金 ※５ ― 290 0.0 ― 911 0.0 90,261 90,303 1.1

Ⅶ 特別損失

 １．固定資産除売却損 ※４ 8,594 31,888 25,869

 ２．減損損失 ※６ ―
56,683

 

191,588 

 

  ３.掛金解約手数料 
     戻し損失引当金 
     繰入額

―
38,035

 
―

 ４．前期損益修正損 ― 8,594 0.2 3,980 130,587 3.0 ― 217,458 2.6

   税金等調整前 

   中間(当期)純利益
348,076 8.7 479,062 11.1 1,014,515 11.9

   法人税、住民税 

   及び事業税
165,703 231,095 514,931

   法人税、住民税 

   及び事業税還付額
― △4,028 ―

   法人税等調整額 3,576 169,280 4.2 △23,745 203,322 4.7 △66,194 448,736 5.3

   中間(当期)純利益 178,796 4.5 275,739 6.4 565,779 6.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月28日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 785,518 2,838,393 5,635,608 △27,814 9,231,705

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △102,418 △102,418

 役員賞与(注) △10,700 △10,700

 中間純利益 178,796 178,796

 自己株式の処分 △12,357 23,165 10,808

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― 53,319 23,165 76,485

平成18年９月30日残高(千円) 785,518 2,838,393 5,688,928 △4,648 9,308,190

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高(千円) 31,412 31,412 9,263,117

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △102,418

 役員賞与(注) △10,700

 中間純利益 178,796

 自己株式の処分 10,808

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△11,502 △11,502 △11,502

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△11,502 △11,502 64,983

平成18年９月30日残高(千円) 19,910 19,910 9,328,101



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 785,518 2,838,393 5,973,283 △70,402 9,526,792

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △101,927 △101,927

 中間純利益 275,739 275,739

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― 173,812 ― 173,812

平成19年９月30日残高(千円) 785,518 2,838,393 6,147,096 △70,402 9,700,605

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日残高(千円) △16,217 △16,217 9,510,575

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △101,927

 中間純利益 275,739

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△2,961 △2,961 △2,961

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△2,961 △2,961 170,851

平成19年９月30日残高(千円) △19,178 △19,178 9,681,426



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注)  平成18年６月28日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

  

  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 785,518 2,838,393 5,635,608 △27,814 9,231,705

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △102,418 △102,418

 剰余金の配当 △102,627 △102,627

 利益処分による役員賞与（注） △10,700 △10,700

 当期純利益 565,779 565,779

 自己株式の取得 △65,754 △65,754

 自己株式の処分 △12,357 23,165 10,808

 株主資本以外の項目の連結会計 

 年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計(千円) ― ― 337,675 △42,588 295,087

平成19年３月31日残高(千円) 785,518 2,838,393 5,973,283 △70,402 9,526,792

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金

評価・換算差額等 

合計

平成18年３月31日残高(千円) 31,412 31,412 9,263,117

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △102,418

 剰余金の配当 △102,627

 利益処分による役員賞与(注) △10,700

 当期純利益 565,779

 自己株式の取得 △65,754

 自己株式の処分 10,808

 株主資本以外の項目の連結会計 

 年度中の変動額(純額)
△47,629 △47,629 △47,629

連結会計年度中の変動額合計(千円) △47,629 △47,629 247,457

平成19年３月31日残高(千円) △16,217 △16,217 9,510,575



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

348,076 479,062 1,014,515

   減価償却費 248,155 245,212 519,903

   減損損失 ― 56,683 191,588

   掛金解約手数料戻し損失 
   引当金の 
      増減額(減少：△)

― 38,035 ―

   貸倒引当金の 
   増減額(減少：△)

△250 △471 313

   役員賞与引当金の 
   増減額(減少：△)

5,779 △722 8,035

   退職給付引当金の 
   増減額(減少：△)

2,113 6,852 9,357

   役員退職慰労引当金の 
   増減額(減少：△)

― △3,600 △34,076

   受取利息及び受取配当金、 
   有価証券利息

△14,277 △37,554 △38,414

   受取保険金 ― ― △90,261

   有形固定資産除売却損益 8,056 31,448 25,328

   無形固定資産除売却損益 498 ― 498

   売上債権の 
   増減額(増加：△)

7,578 △39,609 △11,695

   たな卸資産の 
   増減額(増加：△)

8,772 △22,298 12,828

   仕入債務の増減額 
   (減少：△)

△52,453 △14,271 △5,670

   前払式特定取引前受金の 
   増減額(減少：△)

17,871 △11,702 △1,534

   役員賞与の支払額 △10,700 ― △10,700

   その他 41,778 4,912 92,399

    小計 610,998 731,975 1,682,417

   利息及び配当金の受取額 14,153 28,010 25,167

   生命保険の受取による 
      収入

― ― 100,700

   法人税等の支払額 △439,336 △387,585 △565,778

   法人税等の還付額 ― 4,028 ―

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

185,816 376,429 1,242,507



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △7,290 △1,509,490 △103,780

   定期預金の払戻による収入 ― 3,000 79,580

   有価証券の増減額 
   （△：増加）

― △899,559 ―

   有形固定資産の取得による 
   支出

△166,674 △189,776 △587,721

   有形固定資産の売却による 
   収入

70 3,332 260

   無形固定資産の取得による 
   支出

△14,039 △5,250 △14,149

   投資有価証券の取得による 
   支出

△7,546 △3,486,214 △607,546

   投資有価証券の償還による 
   収入

― 400,000 800,000

   供託金の預入による支出 ― △380,000 △760,000

   供託金の払戻による収入 ― 4,255,000 ―

   その他の投資による支出 △106,907 △52,458 △155,247

   その他の投資の回収による 
   収入

9,400 12,196 19,383

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△292,987 △1,849,220 △1,329,220

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   配当金の支払額 △102,418 △101,927 △205,045

   自己株式の取得による支出 ― ― △65,754

   自己株式の売却による収入 10,808 ― 10,808

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

△91,610 △101,927 △259,991

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額(△減少額)

△198,781 △1,574,718 △346,704

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

4,657,027 4,310,323 4,657,027

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 4,458,245 2,735,604 4,310,323



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社の数 ２社 

  連結子会社の名称 

   株式会社 へいあん 

   山大商事 株式会社

(イ)連結子会社の数 ２社

  連結子会社の名称

同左

(イ)連結子会社の数 ２社

  連結子会社の名称

同左

(ロ)非連結子会社は株式会

社はないちりんでありま

す。

(ロ)非連結子会社は株式会

社はないちりんでありま

す。

(ロ)非連結子会社は株式会

社はないちりんでありま

す。

(ハ)非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由

非連結子会社は、小規

模会社であり、総資産、

売上高、中間純利益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであ

ります。

(ハ)非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由

同左

(ハ)非連結子会社について

連結の範囲から除いた理

由

非連結子会社は、小規

模会社であり、総資産、

売上高、当期純利益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼ

していないためでありま

す。

２．持分法の適用に関

する事項

 持分法を適用しない非連

結子会社(株式会社はない

ちりん)は中間純利益及び

利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体と

して重要性がないため、持

分法の適用から除外してお

ります。

同左  持分法を適用しない非連

結子会社(株式会社はない

ちりん)は当期純利益及び

利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体と

して重要性がないため、持

分法の適用から除外してお

ります。

３．連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。

同左  連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しており

ます。

４．会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価方

法

(イ)有価証券

 ① その他有価証券

  ａ．時価のあるもの

中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。)

(イ)有価証券

 ① その他有価証券

  ａ．時価のあるもの

同左

(イ)有価証券

 ① その他有価証券

  ａ．時価のあるもの

連結決算期末日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。)

  ｂ．時価のないもの

移動平均法による

原価法

  ｂ．時価のないもの

同左

  ｂ．時価のないもの

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② 子会社株式

移動平均法による原

価法

② 子会社株式

同左

② 子会社株式

同左

(ロ)たな卸資産

① 商品のうち、仏壇・

仏像

個別法による原価法

(ロ)たな卸資産

① 商品のうち、仏壇・

仏像

同左

(ロ)たな卸資産

① 商品のうち、仏壇・

仏像

同左

② その他の商品、食材

を除く材料

移動平均法による原

価法

② その他の商品、食材

を除く材料

同左

② その他の商品、食材

を除く材料

同左

③ 材料のうち食材、貯

蔵品

最終仕入原価法

③ 材料のうち食材、貯

蔵品

同左

③ 材料のうち食材、貯

蔵品

同左

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却の

方法

(イ)有形固定資産

当社及び連結子会社は

定率法(平成10年４月１

日以降取得した建物(附

属設備を除く)について

は定額法)によっており

ます。

なお、取得価額10万円

以上20万円未満の減価償

却資産については、３年

間均等償却によっており

ます。

(イ)有形固定資産

同左

(イ)有形固定資産

同左 

 

(主な耐用年数) (主な耐用年数) (主な耐用年数)

建物及び構築物

３～50年
機械装置及び運搬具

２～６年

器具及び備品 ２～29年

建物及び構築物

３～50年
機械装置及び運搬具

２～６年

器具及び備品 ２～20年

建物及び構築物

３～50年
機械装置及び運搬具

２～６年

器具及び備品 ２～20年



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(会計方針の変更)

当社及び連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間

より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定

資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しており

ます。  

 これによる営業利益、

経常利益及び税金等調整

前中間純利益に与える影

響は、軽微であります。 

 なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

(追加情報)

当社及び連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以

前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法

の適用により、取得価額

の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含め

て計上しております。  

 これによる営業利益、

経常利益及び税金等調整

前中間純利益に与える影

響は、軽微であります。 

 なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇

所に記載しております。

(ロ)無形固定資産

当社及び連結子会社は

定額法によっておりま

す。

なお、取得価額10万円

以上20万円未満の減価償

却資産については、３年

間均等償却によっており

ます。

また、自社利用のソフ

トウェアについては社内

における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

(ロ)無形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)長期前払費用

当社及び連結子会社は

定額法によっておりま

す。

(ハ)長期前払費用

同左

(ハ)長期前払費用

同左

(3) 重要な引当金の

計上基準

(イ)貸倒引当金

当社及び連結子会社

は、債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(イ)貸倒引当金

同左

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)役員賞与引当金

当社及び連結子会社

は、役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計

上しております。

(ロ)役員賞与引当金

当社及び連結子会社

は、役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計

上しております。

(ロ)役員賞与引当金

当社及び連結子会社

は、役員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当連結

会計期間負担額を計上し

ております。

(会計方針の変更)

当中間連結会計期間よ

り、「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基

準第４号 平成17年11月

29日)を適用しておりま

す。これにより、営業利

益、経常利益及び税金等

調 整 前 中 間 純 利 益 は

5,779千円減少しており

ます。

(会計方針の変更)

当連結会計年度より、

「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29

日)を適用しておりま

す。これにより、営業利

益、経常利益及び税金等

調 整 前 当 期 純 利 益 は

8,774千円減少しており

ます。 

 なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇

所に記載しております。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)   ─── (ハ)掛金解約手数料戻し損

失引当金

収益計上済の施行前受金

の復活による損失の発生に

備えるため、当中間連結会

計期間末における今後の債

務復活見込額を計上してお

ります。

(追加情報)

株式会社へいあんは互助

会業界団体の取り決めに従

い、昭和59年４月15日以降

の互助会の契約で、掛金の

払い込みが所定の支払時期

より４ヶ月以上遅滞したも

のは郵便にて催告を行い、

それでもなお支払いの無か

ったものは催告日から５年

を経過した時点で収益計上

する会計処理を行っており

ました。  

 この収益計上済の施行前

受金は帳簿上は認識してお

りませんが、割賦販売法に

定める前受金保全措置の対

象としており、施行・復

活・解約等の請求があった

場合にはこれに応じており

ます。  

 今後、これらの収益計上

済み施行前受金について、

対象契約者に対し配達記録

郵便にて支払催告通知書を

送付し、解約・継続の意思

を再確認することと致しま

した。   

 これに伴い当中間連結会

計期間から、収益計上済み

の施行前受金の復活による

損失の発生に備えるため、

解約・継続の意思確認の実

績を基に、今後の解約・継

続の回答によって債務の復

活が見込まれる金額を引当

計上しております。 

(ハ)   ───



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ニ)退職給付引当金

当社及び連結子会社

は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務見込額及び年金資産

残高に基づき、当中間連

結会計期間末において発

生していると認められる

額を計上しております。

(追加情報)

平成13年６月成立の確

定拠出年金法に基づき、

平成18年６月１日より従

来の適格退職年金制度か

ら、その一部を確定拠出

年金制度に、残りを退職

一時金制度に移行し、

「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針

第１号)を適用しており

ます。

本移行に伴う損益への

影響額は、軽微でありま

す。

(ニ)退職給付引当金

当社及び連結子会社

は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計

年度末における退職給付

債務見込額に基づき、当

中間連結会計期間末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。

(ニ)退職給付引当金

当社及び連結子会社

は、従業員の退職給付に

備えるため当連結会計年

度末における退職給付債

務見込額に基づき、当連

結会計年度末において発

生していると認められる

額を計上しております。 

 

(追加情報)

平成13年６月成立の確

定拠出年金法に基づき、

平成18年６月１日より従

来の適格退職年金制度か

ら、その一部を確定拠出

年金制度に、残りを退職

一時金制度に移行し、

「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針

第１号)を適用しており

ます。

本移行に伴う損益への

影響額は、軽微でありま

す。

(ホ)役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社

は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規

に基づく当中間期末要支

給額を計上しておりま

す。

なお、当社及び連結子

会社は、平成17年10月28

日開催の臨時取締役会の

決議に基づき平成18年３

月31日をもって役員退職

慰労引当金制度の廃止を

決定し、退任時に支給す

ることといたしました。

つきましては、平成18

年４月１日以降の期間に

対する役員退職慰労引当

金の繰入はしておりませ

ん。

(ホ)役員退職慰労引当金

同左

(ホ)役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社

は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規

に基づく当期末要支給額

を計上しております。

なお、当社及び連結子

会社は、平成17年10月28

日開催の臨時取締役会の

決議に基づき平成18年３

月31日をもって役員退職

慰労引当金制度の廃止を

決定し、退任時に支給す

ることといたしました。

つきましては、平成18

年４月１日以降の期間に

対する役員退職慰労引当

金の繰入はしておりませ

ん。



 
  

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) その他中間連結

財務諸表(連結財

務諸表)作成のた

めの基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理の

方法 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その

他」として表示しており

ます。

消費税等の会計処理の

方法 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その

他」として表示しており

ます。 

 また、資産に係る控除

対象外消費税等のうち、

税法に定める繰延消費税

等は繰延消費税額に計上

のうえ、５年間で均等償

却し、繰延消費税等以外

のものについては発生連

結会計年度に費用処理し

ております。

消費税等の会計処理の

方法  

 消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。  

なお、資産に係る控除対

象外消費税等のうち、税

法に定める繰延消費税等

は繰延消費税額に計上の

うえ、５年間で均等償却

し、繰延消費税等以外の

ものについては発生連結

会計年度に費用処理して

おります。

５．中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッシ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流

動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的

な投資からなっておりま

す。

同左 同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する

金額は、9,328,101千円でありま

す。

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

─── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する

金額は、9,510,575千円でありま

す。

なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は7,349,224千円でありま

す。

なお、減価償却累計額には、

減損損失累計額451,420千円が

含まれております。

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は7,920,359千円でありま

す。

なお、減価償却累計額には、

減損損失累計額698,182千円が

含まれております。

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は7,727,449千円でありま

す。

なお、減価償却累計額には、

減損損失累計額642,594千円が

含まれております。

※２．担保に供している資産及び担

保付債務

(1) 金融機関に対する債務

※２．担保に供している資産及び担

保付債務

(1) 金融機関に対する債務

※２．担保に供している資産及び担

保付債務

(1) 金融機関に対する債務

 

土地 1,403,993千円

建物及び 
構築物

776,205

計 2,180,199
  

土地 1,403,993千円

建物及び
構築物

704,848

計 2,108,842
  

土地 1,403,993千円

建物及び
構築物

752,520

計 2,156,514

上記資産については、根抵

当権(極度額750,000千円)と

して、担保に供しております

が、当中間連結会計期間末現

在対応する債務はありませ

ん。

上記資産については、根抵

当権(極度額750,000千円)と

して、担保に供しております

が、当中間連結会計期間末現

在対応する債務はありませ

ん。

上記資産については、根抵

当権(極度額750,000千円)と

して、担保に供しております

が、当連結会計年度末現在対

応する債務はありません。

(2) 前払式特定取引に対する債

務

(2) 前払式特定取引に対する債

務

(2) 前払式特定取引に対する債

務

 

有価証券 1,201,351千円

供託金 4,086,000

投資 
有価証券

920,768

その他の 
投資その 
他の資産 
(差入 
保証金)

601,854

計 6,809,973
 

 

有価証券 2,878,256千円

供託金 971,000

投資
有価証券

1,531,113

定期預金 1,500,000

その他の
投資その
他の資産
(差入 
保証金)

650,742

計 7,531,112
 

有価証券 699,810千円

供託金 4,846,000

投資
有価証券

618,263

その他の 
投資その 
他の資産 
(差入 
保証金)

626,298

計 6,790,371

上記資産については、割賦販

売法第18条の３に基づき、前払

式特定取引前受金15,510,060千

円に対する保全措置として供託

等の方法により担保に供してお

ります。

上記資産については、割賦販

売法第18条の３に基づき、前払

式特定取引前受金15,478,952千

円に対する保全措置として供託

等の方法により担保に供してお

ります。

上記資産については、割賦販

売法第18条の３に基づき、前払

式特定取引前受金15,490,654千

円に対する保全措置として供託

等の方法により担保に供してお

ります。

※３．冠婚葬祭に関する役務の提供

を行うために、互助会会員から

分割払の方法により受取った前

受金であります。

※３．    同左 ※３．    同左



  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 ───       ───  ４．偶発債務

株式会社へいあんは互助会業

界団体の取り決めに従い、昭和

59年４月15日以降の互助会の契

約で、掛金の払い込みが所定の

支払時期より４ヶ月以上遅滞し

たものは郵便にて催告を行い、

それでもなお支払いの無かった

ものは催告日から５年を経過し

た時点で収益計上する会計処理

を行っておりました。  

この収益計上済の施行前受金は

帳簿上は認識しておりません

が、割賦販売法に定める前受金

保全措置の対象としており、施

行・復活・解約等の請求があっ

た場合にはこれに応じておりま

す。  

 今後、これらの収益計上済み

施行前受金について、対象契約

者に対し配達記録郵便にて支払

催告通知書を送付し、解約・継

続の意思を再確認することと致

しました。   

 対象となる施行前受金の総額

と契約件数は452,037千円、

14,814口ですが、現時点で影響

額を見積もることが困難なた

め、処理を開始し影響額が予測

できた時点で引当金を計上する

こととします。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

広告宣伝費 109,567千円

役員報酬 55,140

給与手当 221,971

退職給付 
引当金繰入額

22,853

役員賞与 
引当金繰入額

5,779

広告宣伝費 111,857千円

役員報酬 49,840

給与手当 218,210

退職給付
引当金繰入額

19,065

役員賞与
引当金繰入額

7,312

広告宣伝費 203,714千円

役員報酬 109,718

給与手当 439,110

退職給付
引当金繰入額

42,525

役員賞与
引当金繰入額

8,035

※２．掛金解約手数料は、互助会会

員との契約解約に伴い、互助会

契約約款に従って生じた手数料

収入であります。

※２．    同左 ※２．    同左

※３．固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

  (固定資産売却益)

機械装置及び 
運搬具

39千円

計 39

※３．固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

  (固定資産売却益)

ゴルフ会員権 440千円

計 440

※３．固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。

  (固定資産売却益)

機械装置及び 
運搬具

42千円

計 42

※４．固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。

 

※４．固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。

 (固定資産売却損)

機械装置及び 
運搬具

104千円
 

※４．固定資産除売却損の内訳は次

のとおりであります。

  (固定資産売却損)

機械装置及び  
運搬具

539千円

  (固定資産除却損)

建物 3,841千円

機械装置及び 
運搬具

376

器具及び備品 998

ソフトウェア 498

店舗現状 
回復費用

2,880

計 8,594

 

  (固定資産除却損)

建物及び
構築物

24,857千円

器具及び備品 1,991

撤去費用 4,935

計 31,888

 

  (固定資産除却損)

建物及び
構築物

21,346千円

機械装置及び 
運搬具

184

器具及び備品 3,300

ソフトウェア 498

計 25,869

※５．    ─── ※５．    ─── ※５．受取保険金

常務取締役鵜殿研一死去に伴

い、保険会社より受け取ったも

のであります。



次へ 

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

※６．    ───

 

※６．減損損失

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上いたしました。

場所 用途 種類

神奈川県 

小田原市

冠婚事業 

婚礼施設

 建物、 

 器具備品等

神奈川県 

平塚市他

介護事業 

介護施設

建物、 

車輌運搬具 

器具備品等

当社グループは、事業の種類

別に営業用店舗を独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小

単位とし、かつ同一地域内にお

いて、商圏の重複によりキャッ

シュ・フローが相互補完的関係

となる店舗群を、一つの資産グ

ループとみなしております。

上記資産グループにおいて、

店舗損益の継続的な悪化が生じ

ており、その帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（56,683千円）とし

て特別損失に計上しておりま

す。

その内訳は，冠婚事業11,915

千円（内、建物5,746千円、構

築物287千円、器具備品5,073千

円、電話加入権807千円）、介

護事業44,768千円（内、建物

2,395千円、構築物161千円、車

輌運搬具27,649千円、器具備品

14,544千円、公共施設利用権18

千円）であります。

なお、当資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを6.8％で割り引いて算定

しております。

 

※６．減損損失

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上いた

しました。

場所 用途 種類

東京都 

町田市

葬祭事業 

葬祭施設

建物、 

構築物、 

器具備品等

当社グループは、事業の種類

別に営業用店舗を独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小

単位とし、かつ同一地域内にお

いて、商圏の重複によりキャッ

シュ・フローが相互補完的関係

となる店舗群を、一つの資産グ

ループとみなしております。

上記資産グループにおいて、

店舗損益の継続的な悪化が生じ

ており、その帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失191,588千円(内訳、

建物182,959千円、構築物6,911

千円、車両運搬具1,318千円、

器具備品398千円)として特別損

失に計上しております。

なお、当資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを6.3％で割り引いて算定

しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の減少29千株は、ストックオプションの行使に伴う自己株式の割当による減少でありま

す。 

  

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

 
(注) ストックオプションとしての新株予約権の減少は、新株予約権の行使及び行使期間満了に伴う減少でありま

す。 

  

3. 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

  

 
  

前連結会計年度末 
株式数(千株)

当中間連結会計期間
増加株式数(千株)

当中間連結会計期間
減少株式数(千株)

当中間連結会計期間末
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 14,667 ― ― 14,667

合計 14,667 ― ― 14,667

自己株式

 普通株式(注) 35 ― 29 5

合計 35 ― 29 5

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(千株) 当中間連結
会計期間末

残高 
(千円)

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間 
増加

当中間連結
会計期間 
減少

当中間連結 
会計期間末

提出会社 
(親会社)

ストック・オプション 
としての新株予約権

― 38 ― 38 ― ―

合計 ― 38 ― 38 ― ―

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 102,418 7 平成18年３月31日 平成18年６月28日

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 102,627 利益剰余金 7 平成18年９月30日 平成18年12月５日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
  

2. 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

  

 
  

前連結会計年度末 
株式数(千株)

当中間連結会計期間
増加株式数(千株)

当中間連結会計期間
減少株式数(千株)

当中間連結会計期間末
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 14,667 ― ― 14,667

合計 14,667 ― ― 14,667

自己株式

 普通株式 105 ― ― 105

合計 105 ― ― 105

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年６月24日 
定時株主総会

普通株式 101,927 7 平成19年３月31日 平成19年６月25日

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月９日 
取締役会

普通株式 101,927 利益剰余金 7 平成19年９月30日 平成19年12月５日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
（注）１．普通株式の自己株式数の増加100千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

２. 普通株式の自己株式数の減少29千株は、ストックオプションの行使による減少であります。 

  

2. 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 
  

  

前連結会計年度末 
株式数(千株)

当連結会計年度
増加株式数(千株)

当連結会計年度
減少株式数(千株)

当連結会計年度末 
株式数(千株)

発行済株式

 普通株式 14,667 ― ― 14,667

合計 14,667 ― ― 14,667

自己株式

 普通株式(注)1、2 35 100 29 105

合計 35 100 29 105

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 102,418 7 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月８日 
取締役会

普通株式 102,627 7 平成18年９月30日 平成18年12月５日

(決議) 株式の種類
配当金の 
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月24日 
定時株主総会

普通株式 101,927 利益剰余金 7 平成19年３月31日 平成19年６月25日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日現在)

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成19年９月30日現在)

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び 
預金勘定

4,532,995千円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金等

△74,750

現金及び 
現金同等物

4,458,245

現金及び
預金勘定

4,333,754千円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金等

△1,598,150

現金及び
現金同等物

2,735,604

現金及び
預金勘定

4,401,983千円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金等

△91,660

現金及び
現金同等物

4,310,323



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間末において、減損処理を行っている有価証券はありません。 

 なお、株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合は、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

取得原価(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

(1) 株式 52,475 90,755 38,280

(2) 債券

   国債・地方債等 2,125,884 2,120,044 △5,840

   社債 200,038 201,146 1,107

   その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 2,378,398 2,411,945 33,547

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   子会社株式 37,885

(2) その他有価証券

   非上場株式 29,918

合計 67,804



当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間末において、減損処理を行っている有価証券はありません。 

 なお、株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合は、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行っております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

取得原価(千円)
中間連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

(1) 株式 52,475 57,218 4,743

(2) 債券

   国債・地方債等 5,314,737 5,307,780 △6,956

   社債 200,001 200,540 538

   その他 600,000 569,234 △30,766

(3) その他 ― ― ―

合計 6,167,214 6,134,773 △32,440

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   子会社株式 37,885

(2) その他有価証券

   非上場株式 29,918

合計 67,804



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当連結会計年度において、減損処理を行っている有価証券はありません。 

 なお、株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合は、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行っております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自

平成19年４月１日 至 平成19年９月30日)、及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成

19年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

(1) 株式 52,475 71,352 18,877

(2) 債券

   国債・地方債等 1,325,369 1,316,543 △8,825

   社債 200,019 200,780 760

   その他 600,000 561,786 △38,214

(3) その他 ― ― ―

合計 2,177,864 2,150,462 △27,402

連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   子会社株式 37,885

(2) その他有価証券

   非上場株式 29,918

合計 67,804



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分に含まれる主な事業、事業所等 

(1) 冠婚事業……婚礼式典の施行を主たる事業とし、その事業所等は以下の通りであります。 

結婚式場   ロイヤルマナーフォートベルジュール、コルティーレ茅ヶ崎 

貸衣裳店   サロンドプリエ 

(2) 葬祭事業……葬儀式典の施行を主たる事業とし、その事業所等は以下の通りであります。 

葬祭ホール  湘和会堂鵠沼、湘和会堂西富、湘和会堂六会、湘和会堂茅ヶ崎、湘和会堂

平塚、湘和会堂秦野、湘和会堂小田原、湘和会堂町田、カルチャーＢＯＮ

ＤＳ藤沢、カルチャーＢＯＮＤＳ平塚、カルチャーＢＯＮＤＳ小田原、湘

和礼殯館西久保 

仏壇店    お仏壇の湘和平塚店、藤沢店、小田原店 

(3) 互助会事業……互助会運営事業及び婚礼葬儀施行斡旋事業 

(4) その他の事業……介護事業、給食事業 他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は442,912千円であり、その主なも

のは、企業広告費用と中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社の管理部門に係る費用であります。 

  

冠婚事業
(千円)

葬祭事業 
(千円)

互助会事業
(千円)

その他の
事業(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

412,085 3,171,401 7,272 403,687 3,994,447 ― 3,994,447

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― 122,474 ― 122,474 (122,474) ―

計 412,085 3,171,401 129,747 403,687 4,116,922 (122,474) 3,994,447

  営業費用 426,789 2,453,367 99,449 408,656 3,388,264 320,437 3,708,701

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△14,703 718,033 30,297 △4,969 728,658 (442,912) 285,745



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分に含まれる主な事業、事業所等 

(1) 冠婚事業……婚礼式典の施行を主たる事業とし、その事業所等は以下の通りであります。 

結婚式場   ロイヤルマナーフォートベルジュール、コルティーレ茅ヶ崎 

貸衣裳店   サロンドプリエ 

(2) 葬祭事業……葬儀式典の施行を主たる事業とし、その事業所等は以下の通りであります。 

葬祭ホール  湘和会堂鵠沼、湘和会堂西富、湘和会堂六会、湘和会堂茅ヶ崎、湘和会堂

平塚、湘和会堂秦野、湘和会堂小田原、湘和会堂町田、カルチャーＢＯＮ

ＤＳ藤沢、カルチャーＢＯＮＤＳ平塚、カルチャーＢＯＮＤＳ小田原、湘

和礼殯館西久保、湘和礼殯館栢山 

仏壇店    お仏壇の湘和平塚店、藤沢店、小田原店 

(3) 互助会事業……互助会運営事業及び婚礼葬儀施行斡旋事業 

(4) その他の事業……介護事業 他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は438,361千円であり、その主なも

のは、企業広告費用と中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社の管理部門に係る費用であります。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（2）に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更による事業の種類別セグメント情報に与える影響は

軽微であります。 

  

冠婚事業
(千円)

葬祭事業 
(千円)

互助会事業
(千円)

その他の
事業(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

450,350 3,430,134 5,393 425,284 4,311,161 ― 4,311,161

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― 131,027 ― 131,027 (131,027) ―

計 450,350 3,430,134 136,420 425,284 4,442,189 (131,027) 4,311,161

  営業費用 416,436 2,558,179 88,310 426,232 3,489,159 307,333 3,796,493

  営業利益又は 
  営業損失(△)

33,913 871,955 48,110 △948 953,030 (438,361) 514,668



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分に含まれる主な事業、事業所等 

(1) 冠婚事業……婚礼式典の施行を主たる事業とし、その事業所等は以下の通りであります。 

結婚式場   ロイヤルマナーフォートベルジュール、コルティーレ茅ヶ崎 

貸衣裳店   サロンドプリエ 

(2) 葬祭事業……葬儀式典の施行を主たる事業とし、その事業所等は以下の通りであります。 

葬祭ホール  湘和会堂鵠沼、湘和会堂西富、湘和会堂六会、湘和会堂茅ヶ崎、湘和会堂

平塚、湘和会堂秦野、湘和会堂小田原、湘和会堂町田、カルチャーＢＯＮ

ＤＳ藤沢、カルチャーＢＯＮＤＳ平塚、カルチャーＢＯＮＤＳ小田原、湘

和礼殯館西久保、湘和礼殯館栢山 

仏壇店    お仏壇の湘和平塚店、藤沢店、小田原店 

(3) 互助会事業……互助会運営事業及び婚礼葬儀施行斡旋事業 

(4) その他の事業……介護事業、給食事業 他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は877,334千円であり、その主なも

のは、企業広告費用と連結財務諸表提出会社及び連結子会社の管理部門に係る費用であります。 

４．会計処理方法の変更  

役員賞与に関する会計基準  

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は8,774千

円増加し、営業利益が同額減少しております。  

  

冠婚事業
(千円)

葬祭事業 
(千円)

互助会事業
(千円)

その他の
事業(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結 
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

1,005,863 6,704,907 15,263 803,961 8,529,997 ― 8,529,997

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― 266,159 ― 266,159 (266,159) ―

計 1,005,863 6,704,907 281,422 803,961 8,796,156 (266,159) 8,529,997

  営業費用 915,089 5,025,110 172,169 815,403 6,927,772 611,175 7,538,948

  営業利益又は  
  営業損失(△)

90,774 1,679,797 109,253 △11,441 1,868,383 (877,334) 991,048



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 当中間連結会計期間より潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は記載してお

りません。 

なお、１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 636円25銭 １株当たり純資産額 664円89銭 １株当たり純資産額 653円11銭

１株当たり 
中間純利益金額

12円20銭
１株当たり 
中間純利益金額

18円94銭
１株当たり
当期純利益金額

38円 68銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額

12円20銭
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

38円 67銭

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

中間(当期)純利益(千円) 178,796 275,739 565,779

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

178,796 275,739 565,779

期中平均株式数(株) 14,651,250 14,561,020 14,627,825

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数(株) 5,543 ― 2,779

(うち新株予約権) (5,543) (―) (2,779)



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １．現金及び預金 2,633,066 1,878,827 2,326,101

 ２．売掛金 87,843 128,915 114,436

 ３．有価証券 ― 499,600 ―

 ４．たな卸資産 88,294 97,033 84,513

 ５．繰延税金資産 54,454 59,283 73,355

 ６．その他 124,022 137,027 91,346

   貸倒引当金 △830 △490 △1,080

  流動資産合計 2,986,850 17.2 2,800,196 15.8 2,688,672 15.3

Ⅱ 固定資産

 １．有形固定資産 ※２

  (1) 建物 ※３ 4,526,161 4,188,682 4,264,445

  (2) 土地 ※３ 5,922,153 6,201,702 6,198,865

  (3) その他 395,576 346,617 345,912

  有形固定資産合計 10,843,891 62.6 10,737,001 60.8 10,809,223 61.3

 ２．無形固定資産 43,810 0.3 37,645 0.2 39,363 0.2

 ３．投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 58,735 605,263 605,987

  (2) 関係会社株式 2,356,868 2,356,868 2,356,868

  (3) 繰延税金資産 267,264 349,853 350,871

  (4) その他 781,582 788,679 781,166

    貸倒引当金 △9,300 △9,300 △9,300

  投資その他の資産合計 3,455,150 19.9 4,091,364 23.2 4,085,593 23.2

  固定資産合計 14,342,852 82.8 14,866,011 84.2 14,934,180 84.7

  資産合計 17,329,703 100.0 17,666,208 100.0 17,622,853 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １．買掛金 230,596 264,015 298,634

 ２．１年以内に返済予定 
   の関係会社 
   長期借入金

※1,3 120,000 120,000 120,000

 ３．未払法人税等 125,396 164,784 325,787

 ４．役員賞与引当金 4,800 7,000 5,500

 ５．その他 475,546 531,256 486,503

  流動負債合計 956,339 5.5 1,087,056 6.1 1,236,425 7.0

Ⅱ 固定負債

 １．関係会社長期借入金 ※1,3 7,220,000 7,100,000 7,160,000

 ２．退職給付引当金 1,408 11,650 6,463

 ３．役員退職慰労引当金 160,349 126,272 126,272

  固定負債合計 7,381,758 42.6 7,237,922 41.0 7,292,736 41.4

  負債合計 8,338,097 48.1 8,324,979 47.1 8,529,161 48.4

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 785,518 4.5 785,518 4.4 785,518 4.4

 ２．資本剰余金

  (1) 資本準備金 2,838,393 2,838,393 2,838,393

   資本剰余金合計 2,838,393 16.4 2,838,393 16.1 2,838,393 16.1

 ３．利益剰余金

  (1) 利益準備金 27,619 27,619 27,619

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 5,085,000 5,425,000 5,085,000

    繰越利益剰余金 252,986 360,191 452,142

   利益剰余金合計 5,365,605 31.0 5,812,810 32.9 5,564,761 31.6

 ４．自己株式 △4,648 △0.0 △70,402 △0.4 △70,402 △0.4

  株主資本合計 8,984,867 51.9 9,366,319 53.0 9,118,270 51.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １．その他有価証券 
   評価差額金

6,737 0.0 △25,090 △0.1 △24,578 △0.1

  評価・換算差額等合計 6,737 0.0 △25,090 △0.1 △24,578 △0.1

  純資産合計 8,991,605 51.9 9,341,229 52.9 9,093,691 51.6

  負債純資産合計 17,329,703 100.0 17,666,208 100.0 17,622,853 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,566,150 100.0 3,844,180 100.0 7,669,536 100.0

Ⅱ 売上原価 2,819,617 79.1 2,927,357 76.2 5,860,490 76.4

   売上総利益 746,533 20.9 916,823 23.8 1,809,045 23.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 441,557 12.4 435,879 11.3 878,963 11.5

   営業利益 304,975 8.5 480,943 12.5 930,082 12.1

Ⅳ 営業外収益 ※１ 194,270 5.5 196,847 5.1 291,420 3.8

Ⅴ 営業外費用 ※２ 91,632 2.6 91,942 2.4 184,583 2.4

   経常利益 407,612 11.4 585,849 15.2 1,036,918 13.5

Ⅵ 特別利益 ※３ 219 0.0 1,030 0.0 90,303 1.2

Ⅶ 特別損失 ※4,6 4,383 0.1 47,679 1.2 203,524 2.7

   税引前中間(当期) 
   純利益

403,448 11.3 539,199 14.0 923,698 12.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

138,311 177,812 437,854

   法人税、住民税 
   及び事業税還付額 ― △4,028 ―

   法人税等調整額 6,779 145,090 4.1 15,440 189,223 4.9 △74,297 363,556 4.7

   中間(当期)純利益 258,357 7.2 349,976 9.1 560,141 7.3



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月28日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(千円)

785,518 2,838,393 2,838,393 27,619 4,705,000 499,205 5,231,824 △27,814 8,827,920

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立て 
 (注)

380,000 △380,000 ― ―

 剰余金の配当(注) △102,418 △102,418 △102,418

 役員賞与(注) △9,800 △9,800 △9,800

 中間純利益 258,357 258,357 258,357

 自己株式の処分 △12,357 △12,357 23,165 10,808

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

中間会計期間中の 
変動額合計(千円)

― ― ― ― 380,000 △246,218 133,781 23,165 156,947

平成18年９月30日残高 
(千円)

785,518 2,838,393 2,838,393 27,619 5,085,000 252,986 5,365,605 △4,648 8,984,867

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高 
(千円)

19,117 19,117 8,847,038

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立て 
 (注)

―

 剰余金の配当(注) △102,418

 役員賞与(注) △9,800

 中間純利益 258,357

 自己株式の処分 10,808

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

△12,379 △12,379 △12,379

中間会計期間中の 
変動額合計(千円)

△12,379 △12,379 144,567

平成18年９月30日残高 
(千円)

6,737 6,737 8,991,605



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 
(千円)

785,518 2,838,393 2,838,393 27,619 5,085,000 452,142 5,564,761 △70,402 9,118,270

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立て 340,000 △340,000 ― ―

 剰余金の配当 △101,927 △101,927 △101,927

 中間純利益 349,976 349,976 349,976

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

中間会計期間中の 
変動額合計(千円)

― ― ― ― 340,000 △91,951 248,048 ― 248,048

平成19年９月30日残高 
(千円)

785,518 2,838,393 2,838,393 27,619 5,425,000 360,191 5,812,810 △70,402 9,366,319

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高 
(千円)

△24,578 △24,578 9,093,691

中間会計期間中の変動額

 別途積立金の積立て ―

 剰余金の配当 △101,927

 中間純利益 349,976

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

△511 △511 △511

中間会計期間中の 
変動額合計(千円)

△511 △511 247,537

平成19年９月30日残高 
(千円)

△25,090 △25,090 9,341,229



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
(注) 平成18年６月28日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(千円)

785,518 2,838,393 2,838,393 27,619 4,705,000 499,205 5,231,824 △27,814 8,827,920

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立て 
 (注)

380,000 △380,000 ― ―

 剰余金の配当(注) △102,418 △102,418 △102,418

 剰余金の配当 △102,627 △102,627 △102,627

 役員賞与(注) △9,800 △9,800 △9,800

 当期純利益 560,141 560,141 560,141

 自己株式の取得 △65,754 △65,754

 自己株式の処分 △12,357 △12,357 23,165 10,808

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

事業年度中の変動額合計
(千円)

― ― ― ― 380,000 △47,062 332,937 △42,588 290,349

平成19年３月31日残高 
(千円)

785,518 2,838,393 2,838,393 27,619 5,085,000 452,142 5,564,761 △70,402 9,118,270

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高 
(千円)

19,117 19,117 8,847,038

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立て 
 (注)

―

 剰余金の配当(注) △102,418

 剰余金の配当 △102,627

 役員賞与(注) △9,800

 当期純利益 560,141

 自己株式の取得 △65,754

 自己株式の処分 10,808

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

△43,695 △43,695 △43,695

事業年度中の変動額合計
(千円)

△43,695 △43,695 246,653

平成19年３月31日残高 
(千円)

△24,578 △24,578 9,093,691



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．資産の評価基準及

び評価方法

(イ)有価証券

 (1) 子会社及び関連会社

株式

移動平均法による原

価法

(イ)有価証券

 (1) 子会社及び関連会社

株式

同左

(イ)有価証券

 (1) 子会社及び関連会社

株式

同左

 (2) その他有価証券

  ａ．時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法

(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております。)

 (2) その他有価証券

  ａ．時価のあるもの

同左

 (2) その他有価証券

  ａ．時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法  

 (評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております。)

  ｂ．時価のないもの

移動平均法による

原価法

  ｂ．時価のないもの

同左

  ｂ．時価のないもの

同左

(ロ)たな卸資産

 (1) 商品及び原材料

商品のうち、仏壇・

仏像については個別法

による原価法を、その

他の商品及び原材料に

ついては移動平均法に

よる原価法を採用して

おります。

(ロ)たな卸資産

 (1) 商品及び原材料

同左

(ロ)たな卸資産

 (1) 商品及び原材料

同左

 (2) 貯蔵品

最終仕入原価法

 (2) 貯蔵品

同左

 (2) 貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償

却の方法

(イ)有形固定資産

定率法(平成10年４月

１日以降取得した建物

(附属設備は除く)につい

ては定額法)によってお

ります。

なお、取得価額10万円

以上20万円未満の少額減

価償却資産については、

３年間均等償却によって

おります。

(イ)有形固定資産

同左

(イ)有形固定資産

同左

(主な耐用年数)

建物    ３～50年

構築物   10～45年

車両運搬具 ２～６年

器具備品  ２～29年

(主な耐用年数)

建物    ３～50年

構築物   10～45年

車両運搬具 ２～６年

器具備品  ２～20年

(主な耐用年数)

建物    ３～50年

構築物   10～45年

車両運搬具 ２～６年

器具備品  ２～20年



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（会計方針の変更）

当社は、法人税法の改

正に伴い、当中間会計期

間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固

定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更してお

ります。  

 これによる営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響は、

軽微であります。 

（追加情報）

当社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産

については、改正前の法

人税法に基づく減価償却

の方法の適用により、取

得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて

計上しております。  

 これによる営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響は、

軽微であります。 



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(ロ)無形固定資産

定額法によっておりま

す。

なお、取得価額10万円

以上20万円未満の少額減

価償却資産については、

３年間均等償却によって

おります。

(主な耐用年数)

自社利用の 
ソフトウエア

５年

その他 15年

また、自社利用のソフ

トウェアの耐用年数は、

社内における利用可能期

間に基づくものでありま

す。

(ロ)無形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

同左

(ハ)長期前払費用

定額法によっておりま

す。

(ハ)長期前払費用   

同左

(ハ)長期前払費用

同左

３．引当金の計上基準 (イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(イ)貸倒引当金

同左

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上し

ております。

(会計方針の変更)

当中間会計期間より、

「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29

日)を適用しておりま

す。これにより、営業利

益、経常利益、及び税引

前中間純利益は4,800千

円減少しております。

(ロ)役員賞与引当金

役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上し

ております。

(ロ)役員賞与引当金

役員賞与の支払いに備

えるため、支給見込額の

当期負担額を計上してお

ります。 

 

（会計方針の変更）

当事業年度より、「役

員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）

を適用しております。こ

れにより営業利益、経常

利益、税引前当期純利益

は6,006千円減少してお

ります。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務見

込額及び年金資産残高に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。

(追加情報)

平成13年６月成立の確

定拠出年金法に基づき、

平成18年６月１日より従

来の適格退職年金制度か

ら、その一部を確定拠出

年金制度に、残りを退職

一時金制度に移行し、

「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針

第１号)を適用しており

ます。

本移行に伴う損益への

影響額は、軽微でありま

す。 

(ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務見

込額に基づき、当中間会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

(ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務見

込額及に基づき、当会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。

(追加情報)

平成13年６月成立の確

定拠出年金法に基づき、

平成18年６月１日より従

来の適格退職年金制度か

ら、その一部を確定拠出

年金制度に、残りを退職

一時金制度に移行し、

「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しており

ます。  

本移行に伴う損益への影

響額は、軽微でありま

す。 

(ニ)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。

なお、平成17年10月28

日開催の臨時取締役会の

決議に基づき平成18年３

月31日をもって役員退職

慰労引当金制度の廃止を

決定し、退任時に支給す

ることといたしました。

つきましては、平成18

年４月１日以降の期間に

対する役員退職慰労引当

金の繰入はしておりませ

ん。

(ニ)役員退職慰労引当金

同左

(ニ)役員退職慰労引当金

同左



 
  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４．その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は、相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、8,991,605千円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

───        (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。  

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、9,093,691千円でありま

す。  

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。  

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１．関係会社長期借入金

関係会社長期借入金のうち

7,000,000千円は、関係会社㈱

へいあんの互助会会員の冠婚葬

祭の施行を保証し、施行に際し

当社所有の施設を使用する契約

(施行保証及び施設利用契約)に

基づき、同社より受け入れた預

かり保証金であり、金融商品に

係る会計基準に基づき処理して

おります。

※１．関係会社長期借入金

同左

※１．関係会社長期借入金

同左

※２．有形固定資産

有形固定資産の減価償却累計

額は6,273,090千円でありま

す。

なお、減価償却累計額には、

減損損失累計額451,420千円が

含まれております。

※２．有形固定資産

有形固定資産の減価償却累計

額は6,744,287千円でありま

す。

なお、減価償却累計額には、

減損損失累計額653,431千円が

含まれております。

※２．有形固定資産

有形固定資産の減価償却累計

額は6,622,021千円でありま

す。

なお、減価償却累計額には、

減損損失累計額642,594千円が

含まれております。

※３．担保に供している資産

土地 5,546,139千円

建物 3,143,325千円

計 8,689,465千円

※３．担保に供している資産

土地 5,546,139千円

建物 2,877,001千円

計 8,423,141千円

※３．担保に供している資産

土地 5,546,139千円

建物 3,035,087千円

計 8,581,226千円

上記資産に対して根抵当権

(極度額625,000千円)及び抵当

権を設定し、関係会社長期借入

金(一年以内返済予定のものを

含む)7,340,000千円の担保に供

しております。

上記資産に対して根抵当権

(極度額625,000千円)及び抵当

権を設定し、関係会社長期借入

金(一年以内返済予定のものを

含む)7,220,000千円の担保に供

しております。

上記資産に対して根抵当権

(極度額625,000千円)及び抵当

権を設定し、関係会社長期借入

金(一年以内返済予定のものを

含む)7,280,000千円の担保に供

しております。

 ４．偶発債務

関係会社㈱へいあんが割賦販

売法第18条の３に基づき前受金

保全措置として講じている保証

会社との契約(前受業務保証金

供託委託基本契約)において、

以下の金額を限度として連帯保

証を行っております。

互助会保証㈱ 2,500,000千円

 

 ４．偶発債務

同左

 

 ４．偶発債務

同左



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3,200千円

受取配当金 109,489千円

関係会社 
経営指導料

9,900千円

関係会社 
賃貸収入

23,667千円

関係会社業務 
受託収入

28,631千円

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3,423千円

有価証券利息 15,657千円

受取配当金 103,536千円

関係会社
経営指導料

9,900千円

関係会社
賃貸収入

17,152千円

関係会社業務
受託収入

26,400千円

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 6,607千円

有価証券利息 10,152千円

受取配当金 109,514千円

関係会社
経営指導料

19,800千円

関係会社
賃貸収入

46,308千円

関係会社業務 
受託収入

55,019千円

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 84,084千円

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 84,526千円

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 168,819千円

※３．特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 39千円

※３．特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 440千円

※３．特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 42千円

 

※４．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 4,383千円

※４．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 31,783千円

減損損失 11,915千円

※４．特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 11,935千円

減損損失 191,588千円

 ５．減価償却実施額

有形固定資産 216,084千円

無形固定資産 3,639千円

 ５．減価償却実施額

有形固定資産 208,795千円

無形固定資産 4,771千円

 ５．減価償却実施額

有形固定資産 448,969千円

無形固定資産 8,195千円



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※６．    ───

 

※６．減損損失    

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしまし

た。

場所 用途 種類

神奈川県  

小田原市 

冠婚事業 

婚礼施設 

建物、  

器具備品等 

当社は、事業の種類別に、営

業用店舗を独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位

とし、かつ同一地域内におい

て、商圏の重複によりキャッシ

ュ・フローが相互補完的関係と

なる店舗群を、一つの資産グル

ープとみなしております。

上記資産グループにおいて、

店舗損益の継続的な悪化が生じ

ており、その帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失11,915千円（内訳、

建物5,746千円、構築物287千

円、器具備品5,073千円、電話

加入権807千円）として特別損

失に計上しております。

なお、当資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを6.8％で割り引いて算定

しております。

 

※６．減損損失

当事業年度において、当社は

以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

東京都  

町田市  

 

葬祭事業  

葬祭施設  

 

建物、  

構築物、  

器具備品等 

当社は、事業の種類別に営業

用店舗を独立したキャッシュ・

フローを生み出す最小単位と

し、かつ同一地域内において、

商圏の重複によりキャッシュ・

フローが相互補完的関係となる

店舗群を、一つの資産グループ

とみなしております。

上記資産グループにおいて、

店舗損益の継続的な悪化が生じ

ており、その帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失 191,588 千円（内

訳、建物182,959千円、構築物

6,911千円、車両運搬具1,318千

円、器具備品398千円）として

特別損失に計上しております。

なお、当資産グループの回収

可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フ

ローを6.3％で割り引いて算定

しております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式数の減少29千株は、ストックオプションの行使に伴う自己株式の割当による減少でありま

す。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）１．普通株式の自己株式数の増加100千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

２．普通株式の自己株式数の減少29千株は、ストックオプションの行使による減少であります。 

  

前事業年度末株式数 
(千株)

当中間会計期間増加
株式数(千株)

当中間会計期間減少
株式数(千株)

当中間会計期間末 
株式数(千株)

普通株式(注) 35 ― 29 5

合計 35 ― 29 5

前事業年度末株式数 
(千株)

当中間会計期間増加
株式数(千株)

当中間会計期間減少
株式数(千株)

当中間会計期間末 
株式数(千株)

普通株式 105 ― ― 105

合計 105 ― ― 105

前事業年度末株式数 
(千株)

当事業年度増加
株式数(千株)

当事業年度減少
株式数(千株)

当事業年度末 
株式数(千株)

普通株式(注)１,２ 35 100 29 105

合計 35 100 29 105



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 当中間会計期間より潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は記載しておりま

せん。なお、１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上

の基礎は、下記のとおりであります。 

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 613円30銭 １株当たり純資産額 641円52銭 １株当たり純資産額 624円48銭

１株当たり中間純利益金額 17円63銭 １株当たり中間純利益金額 24円04銭 １株当たり当期純利益金額 38円29銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益金額

17円63銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

38円29銭

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

中間(当期)純利益(千円) 258,357 349,976 560,141

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

258,357 349,976 560,141

期中平均株式数(株) 14,651,250 14,561,020 14,627,825

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

中間(当期)純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数(株) 5,543 ― 2,779

(うち新株予約権) (5,543) (―) (2,779)



(2) 【その他】 

平成19年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額……………………101,927千円 

(2) １株当たりの金額…………………………………７円00銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成19年12月５日 

(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行ないます。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 ・有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度(第38期)(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  平成19年６月25日 関東財務局長に提出 

・有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度(第38期)(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

平成19年10月18日 関東財務局長に提出 

・自己株券買付状況報告書 

報告期間（自平成19年３月１日 至平成19年３月31日）平成19年４月12日関東財務局長に提出 

報告期間（自平成19年４月１日 至平成19年４月30日）平成19年５月10日関東財務局長に提出 

報告期間（自平成19年５月１日 至平成19年５月31日）平成19年６月８日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

平安レイサービス株式会社 

    

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている平安レイサービス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、平安レイサービス株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年12月13日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  宅  秀  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  明  美  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

平安レイサービス株式会社 

    

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている平安レイサービス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、平安レイサービス株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成19年12月14日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  明  美  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

平安レイサービス株式会社 

    

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている平安レイサービス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第38期事業年度の中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、平安レイサービス株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年12月13日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  宅  秀  夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  明  美  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

平安レイサービス株式会社 

    

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている平安レイサービス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第39期事業年

度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、平安レイサービス株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成19年12月14日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  水  上  亮 比 呂  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  明  美  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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